
　厚生労働省が2月8日発表した2015年の毎月勤労統
計調査（速報）によると、物価上昇を差し引いた実質賃
金指数（2010年＝100）は94.6で、前年比0.9％減となりまし
た。4年連続の前年割れです。賃金の伸びが消費者物
価の上昇においついておらず、安倍首相の言う「経済の
好循環」などが起きていないことが改めて示されました。
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　この３年間、総理が経団連に「お願い」した
にもかかわらず実質賃金は大きく低下しまし
た。私は、その最大の原因は、労働法制の規
制緩和によって、低賃金・不安定の非正規雇
用が４割を超えたこと、過労死を生み出す長
時間・過密労働のまん延――２つの雇用破壊
が進んでいることにあると考えます。

　労働者派遣法を抜本改正し、均等待遇のルー
ルを確立し、非正規から正規への転換を進める
べきです。「残業代ゼロ法案」を撤回し、「サービ
ス残業」の根絶、長時間労働の規制をはかり、ブ
ラック企業、ブラックバイトを根絶すべきです。
フルタイムで働いても貧困から抜け出せない最
低賃金を抜本的に引き上げるべきです。
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アベノミクスの破たん明白

　志位委員長は1月27日、衆議院で代表質問を行い、「『大企業をもうけさせれば、その恩恵がいずれ庶民
の暮らしに回る』という古い『トリクルダウン』の考えに立った『アベノミクス』の破たんは、もはや明らか」と述
べ、暮らしと経済をたてなおす４つの提案を行いました。その中で、賃金、雇用の提案部分を紹介します。
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どうする？暮らしと経済のたてなおし
――日本共産党・志位委員長の提案紹介
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　賃金減少が物語るように暮らし
は大変です。こうした中、消費税を
１０％にしたら、まさに暮らしも経済
もこわれます。力をあわせ、国民の
声が生きる政治にきりかえましょう。


